
総社市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

  平成２８年１２月２２日 

 

                                       総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市条例第４４号 

 

総社市議会政務活動費の交付に関する条例の一部を改正する条例 

 

総社市議会政務活動費の交付に関する条例（平成１７年総社市条例第５号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正後の欄中項の表示に下線が引かれた項（以下「追加項」という。）を加える。 

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（以下「改正部分」という。）に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（追加項を除く。以下「改

正後部分」という。）が存在する場合には，当該改正部分を当該改正後部分に改め，改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には，当該改正後部

分を加える。 

 

改 正 後 改 正 前 

  

（収支報告書等の提出） 

第６条 略 

２ 前項の収支報告書及び領収書等（以下「収支報告書等」という。）は，

前年度の交付に係る政務活動費について，毎年４月３０日までに提出しな

ければならない。 

３ 政務活動費の交付を受けた議員が，議員でなくなったときは，前項の規

定にかかわらず，議員でなくなった日から３０日以内に収支報告書等を提

出しなければならない。 

 

（収支報告書等の保存及び閲覧） 

第８条 議長は，第６条第１項の規定により提出された収支報告書等を，提

出期限の日から起算して５年を経過する日まで保存しなければならない。 

 

２ 何人も，議長に対し，規則で定めるところにより，前項の収支報告書等

の写しの閲覧を請求することができる。 

３ 議長は，閲覧の請求があったときは，収支報告書等に記載されている情

  

（収支報告書等の提出） 

第６条 略 

２ 前項の収支報告書及び領収書等は，前年度の交付に係る政務活動費につ

いて，毎年４月３０日までに提出しなければならない。 

 

３ 政務活動費の交付を受けた議員が，議員でなくなったときは，前項の規

定にかかわらず，議員でなくなった日から３０日以内に第１項の収支報告

書及び領収書等を提出しなければならない。 

  

（収支報告書等の保存） 

第８条 議長は，第６条第１項の規定により提出された収支報告書及び領収

書等を，提出期限の日から起算して５年を経過する日まで保存しなければ

ならない。 

 

 

 



改 正 後 改 正 前 

報のうち総社市情報公開条例（平成１７年総社市条例第１１号）第７条各

号に規定する不開示情報を除き，規則で定めるところにより，閲覧に供す

るものとする。 

（透明性の確保） 

第９条 議長は，第６条第１項の規定により提出された収支報告書等につい

て必要に応じて調査を行う等，政務活動費の適正な運用を期すとともに，

使途の透明性の確保に努めるものとする。 

  

 

 

 

（透明性の確保） 

第９条 議長は，第６条第１項の規定により提出された収支報告書について

必要に応じて調査を行う等，政務活動費の適正な運用を期すとともに，使

途の透明性の確保に努めるものとする。 

  

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は，平成２９年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の総社市議会政務活動費の交付に関する条例は，平成２８年度以後の年度分の政務活動費について適用し，平成２７年度分までの政務活動費に

ついては，なお従前の例による。 

 


